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労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）（抜粋） 

 

 

（目的） 

第一条 この法律は、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）と相まつて、労

働災害の防止のための危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の

促進の措置を講ずる等その防止に関する総合的計画的な対策を推進することによ

り職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成

を促進することを目的とする。 

 

第二十二条 事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければな

らない。 

一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害 

二 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害 

三 計器監視、精密工作等の作業による健康障害 

四 排気、排液又は残さい物による健康障害 

 

第二十七条 第二十条から第二十五条まで及び第二十五条の二第一項の規定により

事業者が講ずべき措置及び前条の規定により労働者が守らなければならない事項

は、厚生労働省令で定める。 

２ 前項の厚生労働省令を定めるに当たつては、公害（環境基本法（平成五年法律

第九十一号）第二条第三項に規定する公害をいう。）その他一般公衆の災害で、労

働災害と密接に関連するものの防止に関する法令の趣旨に反しないように配慮し

なければならない。 

 

（譲渡等の制限等） 

第四十二条 特定機械等以外の機械等で、別表第二に掲げるものその他危険若しく

は有害な作業を必要とするもの、危険な場所において使用するもの又は危険若し

くは健康障害を防止するため使用するもののうち、政令で定めるものは、厚生労

働大臣が定める規格又は安全装置を具備しなければ、譲渡し、貸与し、又は設置

してはならない。 

 

（型式検定） 

第四十四条の二 第四十二条の機械等のうち、別表第四に掲げる機械等で政令で定

めるものを製造し、又は輸入した者は、厚生労働省令で定めるところにより、厚

生労働大臣の登録を受けた者（以下「登録型式検定機関」という。）が行う当該機

械等の型式についての検定を受けなければならない。ただし、当該機械等のうち

輸入された機械等で、その型式について次項の検定が行われた機械等に該当する

ものは、この限りでない。 
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２ 前項に定めるもののほか、次に掲げる場合には、外国において同項本文の機械

等を製造した者（以下この項及び第四十四条の四において「外国製造者」とい

う。）は、厚生労働省令で定めるところにより、当該機械等の型式について、自ら

登録型式検定機関が行う検定を受けることができる。 

一 当該機械等を本邦に輸出しようとするとき。 

二 当該機械等を輸入した者が外国製造者以外の者（以下この号において単に

「他の者」という。）である場合において、当該外国製造者が当該他の者につい

て前項の検定が行われることを希望しないとき。 

３ 登録型式検定機関は、前二項の検定（以下「型式検定」という。）を受けようと

する者から申請があつた場合には、当該申請に係る型式の機械等の構造並びに当

該機械等を製造し、及び検査する設備等が厚生労働省令で定める基準に適合して

いると認めるときでなければ、当該型式を型式検定に合格させてはならない。 

４ 登録型式検定機関は、型式検定に合格した型式について、型式検定合格証を申

請者に交付する。 

５ 型式検定を受けた者は、当該型式検定に合格した型式の機械等を本邦において

製造し、又は本邦に輸入したときは、当該機械等に、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、型式検定に合格した型式の機械等である旨の表示を付さなければなら

ない。型式検定に合格した型式の機械等を本邦に輸入した者（当該型式検定を受

けた者以外の者に限る。）についても、同様とする。 

６ 型式検定に合格した型式の機械等以外の機械等には、前項の表示を付し、又は

これと紛らわしい表示を付してはならない。 

７ 第一項本文の機械等で、第五項の表示が付されていないものは、使用してはな

らない。 

 

（作業環境測定） 

第六十五条 事業者は、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、政令で定

めるものについて、厚生労働省令で定めるところにより、必要な作業環境測定を

行い、及びその結果を記録しておかなければならない。 

２ 前項の規定による作業環境測定は、厚生労働大臣の定める作業環境測定基準に

従つて行わなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による作業環境測定の適切かつ有効な実施を図

るため必要な作業環境測定指針を公表するものとする。 

４ 厚生労働大臣は、前項の作業環境測定指針を公表した場合において必要がある

と認めるときは、事業者若しくは作業環境測定機関又はこれらの団体に対し、当

該作業環境測定指針に関し必要な指導等を行うことができる。 

５ 都道府県労働局長は、作業環境の改善により労働者の健康を保持する必要があ

ると認めるときは、労働衛生指導医の意見に基づき、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、事業者に対し、作業環境測定の実施その他必要な事項を指示すること

ができる。 
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（作業環境測定の結果の評価等） 

第六十五条の二 事業者は、前条第一項又は第五項の規定による作業環境測定の結

果の評価に基づいて、労働者の健康を保持するため必要があると認められるとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、施設又は設備の設置又は整備、健康診

断の実施その他の適切な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の評価を行うに当たつては、厚生労働省令で定めるところによ

り、厚生労働大臣の定める作業環境評価基準に従つて行わなければならない。 

３ 事業者は、前項の規定による作業環境測定の結果の評価を行つたときは、厚生

労働省令で定めるところにより、その結果を記録しておかなければならない。 

 

（作業の管理） 

第六十五条の三 事業者は、労働者の健康に配慮して、労働者の従事する作業を適

切に管理するように努めなければならない。 

 

（作業時間の制限） 

（鉱山に関する特例） 

第百十四条 鉱山保安法（昭和二十四年法律第七十号）第二条第二項及び第四項の

規定による鉱山における保安（衛生に関する通気及び災害時の救護を含む。次条

第一項において同じ。）については、第二章中「厚生労働大臣」とあるのは「経済

産業大臣」と、「労働政策審議会」とあるのは「中央鉱山保安協議会」とする。 

２ 鉱山保安法第二条第二項及び第四項の規定による鉱山に関しては、第三章中

「総括安全衛生管理者」とあるのは「総括衛生管理者」と、「安全衛生推進者」と

あるのは「衛生推進者」とする。 

 

（適用除外） 

第百十五条 この法律（第二章の規定を除く。）は、鉱山保安法第二条第二項及び第

四項の規定による鉱山における保安については、適用しない。 

２ この法律は、船員法（昭和二十二年法律第百号）の適用を受ける船員について

は、適用しない。 

 

（参考）第二章 労働災害防止計画（第六条―第九条）   

 

 

別表第二（第四十二条関係）  

一 ゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を練るロール機及びその急停止装置 

二 第二種圧力容器（第一種圧力容器以外の圧力容器であつて政令で定めるものを

いう。次表において同じ。） 

三 小型ボイラー 
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四 小型圧力容器（第一種圧力容器のうち政令で定めるものをいう。次表において

同じ。） 

五 プレス機械又はシャーの安全装置 

六 防爆構造電気機械器具 

七 クレーン又は移動式クレーンの過負荷防止装置 

八 防じんマスク 

九 防毒マスク 

十 木材加工用丸のこ盤及びその反発予防装置又は歯の接触予防装置 

十一 動力により駆動されるプレス機械 

十二 交流アーク溶接機用自動電撃防止装置 

十三 絶縁用保護具 

十四 絶縁用防具 

十五 保護帽 

十六 電動ファン付き呼吸用保護具 

 

 

別表第四（第四十四条の二関係）  

一 ゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を練るロール機の急停止装置のうち電気的制動

方式以外の制動方式のもの 

二 プレス機械又はシャーの安全装置 

三 防爆構造電気機械器具 

四 クレーン又は移動式クレーンの過負荷防止装置 

五 防じんマスク 

六 防毒マスク 

七 木材加工用丸のこ盤の歯の接触予防装置のうち可動式のもの 

八 動力により駆動されるプレス機械のうちスライドによる危険を防止するための

機構を有するもの 

九 交流アーク溶接機用自動電撃防止装置 

十 絶縁用保護具 

十一 絶縁用防具 

十二 保護帽 

十三 電動ファン付き呼吸用保護具 

 

 

（以上） 


